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1．問題意識
• １．実務におけるインボイス対応の業務量の増大

• 「記載項目の確認を目視や手入力で行うことは困難を伴うことが予測される」：東
京税理士会情報通No.772（2021年５月）

• 税務専門家は、帳簿のみならずインボイスまで確認するのであれば、業務量増大に
対する報酬の問題が発生する。帳簿のみでのチェックで税務専門家としての責任が
果たせるのか（損害賠償の恐れがないのか）

• ２．企業におけるＩＣＴを利用する中での紙媒体による非効率性

• 企業において、販売管理システムや会計システムなどのＩＣＴを利用していながら、
請求書を紙で出力して送付するとともに、入金を通帳で確認している。取引相手側
も紙媒体で入手後に自社のＩＣＴに入力しているが、非効率ではないのか。

• 「8.4事業者のバックオフィス業務の効率化のための請求データ標準化」：デジタ
ル・ガバメント実行計画、P81（2020年12月閣議決定）

3



ぜひ考えてみて下さい（公開講座の振り返りとして）

1. インボイスが導入されて何が変わりますか（特に、会計専門家は
業務量が増えますか？、増える場合に報酬は上げられますか？）

2. 中小企業において電子化が進み、販売などの定型的な仕訳が自動
で行われる場合に、経理担当者・会計専門家の役割は何が変わり
ますか（事務所の職員は対応できますか？、報酬はどうなると思
いますか？）

3. 電子インボイスは使われると思いますか？
4. 若手が会計専門家（公認会計士・税理士）という職業に希望を感

じているのでしょう？か（希望を感じる職業になるにはどうすれ
ばいいでしょうか？）

5. その他（私は会計・税務に関して、明るい未来が来ると信じてい
ますが、皆様はいかがでしょうか）

4



2．インボイス（適格請求書）制度とは
• 2023年（令和５年）10月１日から義務化
• 国税庁のホームページでは、
• 適格請求書（インボイス）とは、売手が買手に対して、正確な適用税率や消費税額

等を伝えるものです。
• インボイス制度とは、
• ＜売手側＞
• 売手である登録事業者は、買手である取引相手（課税事業者）から求められたと

きは、インボイスを交付しなければなりません（また、交付したインボイスの写し
を保存しておく必要があります）。

• ＜買手側＞
• 買手は仕入税額控除の適用を受けるために、原則として、取引相手（売手）であ

る登録事業者から交付を受けたインボイスの保存等が必要となります。
• https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invo

ice_about.htm
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国税庁（2020）令和３
年10月１日登録申請書
受付開始！（リーフ
レット）

https://www.nta.go.jp
/taxes/shiraberu/zeim
okubetsu/shohi/keigen
zeiritsu/pdf/0020009-
098_03.pdf
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国税庁（2021）適格請
求書等保存方式 の概要

https://www.nta.go.jp/t
axes/shiraberu/zeimoku
betsu/shohi/keigenzeiri
tsu/pdf/0020009-
098_03.pdf
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インボイス（適格請求書）制度とは

• 仕入税額控除のためにはインボイス（適格請求書）の保存が要件
• インボイス：請求書や納品書、領収書、レシート等、その書類の

名称は問わない
• 適格請求書を交付できるのは、適格請求書発行事業者に限られる
• 適格請求書発行事業者となるためには、税務署長に「適格請求書

発行事業者の登録申請書」を提出し、登録を受ける必要がある。
→なお、課税事業者でなければ登録を受けることはできません
• インボイスの電磁的記録（電子データ）は可能：電子インボイス

（電子帳簿保存法に準じた方法による保存）
• 想定されるメリット：送料や紙のコスト、システムへの自動での

取り込みが可能、保管コスト等
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3．電子インボイスの動き
• 紙のインボイスから電子のインボイスへ
• 業務で考えると、アナログ処理からデジタル処理への変化が実

現可能
• 単に、紙から電子ではなく、デジタルを前提とした業務のあり

方そのものを見直すきっかけとなる可能性
• 「電子インボイス推進協議会」(英語名称：E-Invoice 

Promotion Association)：EIPA（エイパ）が中心となって検討
• 国際標準規格「Peppol（ペポル）」をベースとして電子インボ

イスの日本標準仕様を策定
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電子インボイスは可能か
• 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する

Ｑ＆Ａ （国税庁）
• （問 28） 当社は、請求書を取引先にインターネットを通じて電子

データにより提供していますが、この請求書データを適格請求書と
することができますか。

• 適格請求書発行事業者は、国内において課税資産の譲渡等を行った
場合に、相手方（課税事業者に限ります。）から求められたときは、
適格請求書を交付する必要がありますが、交付に代えて、適格請求
書に係る電磁的記録を提供することができます（新消法57の４①
⑤）。

• 新消法：28 年改正法及び所得税法等の一部を改正する法律（平成
30 年法律第７号）による改正後の消費税法
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適格請求書の写しの電磁的記録による保存
• （問 63） 当社は、自己の業務システムで作成した適格請求書を出

力し、書面で交付しています。
• 適格請求書発行事業者は、交付した適格請求書の写しを保存しなけ

ればなりませんが、書面で交付した適格請求書の写しとして、当該
システムで作成したデータを保存することも認められますか。

• 国税に関する法律の規定により保存が義務付けられている書類で、
自己が一貫して電子計算機を使用して作成したものについては、電
帳法に基づき、電磁的記録による保存をもって書類の保存に代える
ことができることとされています（電帳法４②）。

• 電帳法：所得税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第 11 
号）による改正後の電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書
類の保存方法等の特例に関する法律（平成 10 年法律第 25 号）
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適格請求書の写しの電磁的記録による保存
• なお、作成したデータでの保存に当たっては、次の要件を満たす必要があ

ります。
• ① 適格請求書に係る電磁的記録の保存等に併せて、システム関係書類等

(システム概要書、システム仕様書、操作説明書、事務処理マニュアル
等）の備付けを行うこと（電帳規２②一、③）

• ② 適格請求書に係る電磁的記録の保存等をする場所に、その電磁的記録
の電子計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログラム、
ディスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、その電
磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状
態で、速やかに出力できるようにしておくこと（電帳規２②二、③）

• ③ 国税に関する法律の規定による適格請求書に係る電磁的記録の提示若
しくは提出の要求に応じることができるようにしておくこと又は適格請求
書に係る電磁的記録について、次の要件を満たす検索機能を確保しておく
こと（電帳規２②三、③）

• 取引年月日、その他の日付を検索条件として設定できること
• 日付に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することができること
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適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法
• （問 64） 当社は、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的

記録を提供しています。
• 提供した電磁的記録については、保存しなければならないとのことですが、

どのような方法で保存すればよいですか

• 適格請求書発行事業者は、国内において課税資産の譲渡等を行った場合に、
相手方（課税事業者に限ります。）から求められたときは適格請求書を交
付しなければなりませんが、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係
る電磁的記録を相手方に提供することができます（新消法57の４①⑤）。

• その場合、適格請求書発行事業者は、提供した電磁的記録を
• 電磁的記録のまま、又は
• 紙に印刷して、

• その提供した日の属する課税期間の末日の翌日から２月を経過した日から
７年間、納税地又はその取引に係る事務所、事業所その他これらに準ずる
ものの所在地に保存しなければなりません（新消法57の４⑥、新消令70
の13①、新消規26の８）。
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適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法
• その電磁的記録をそのまま保存しようとするときには、以下の措置を講じる必要

があります（新消規26の８①）。
• ① 次のイからニのいずれかの措置を行うこと
• イ 適格請求書に係る電磁的記録を提供する前にタイムスタンプを付し、その電

磁的記録を提供すること（電帳規４①一）
• ロ 次に掲げる方法のいずれかにより、タイムスタンプを付すとともに、その電

磁的記録の保存を行う者又はその者を直接監督する者に関する情報を確認するこ
とができるようにしておくこと（電帳規４①二）

• 適格請求書に係る電磁的記録の提供後、速やかにタイムスタンプを付すこと
• 適格請求書に係る電磁的記録の提供からタイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関

する規定を定めている場合において、その業務の処理に係る通常の期間を経過した後、
速やかにタイムスタンプを付すこと

• ハ 適格請求書に係る電磁的記録の記録事項について、次のいずれかの要件を満
たす電子計算機処理システムを使用して適格請求書に係る電磁的記録の提供及び
その電磁的記録を保存すること（電帳規４①三）

• 訂正又は削除を行った場合には、その事実及び内容を確認することができること
• 訂正又は削除することができないこと

• ニ 適格請求書に係る電磁的記録の記録事項について正当な理由がない訂正及び
削除の防止に関する事務処理の規程を定め、当該規程に沿った運用を行い、当該
電磁的記録の保存に併せて当該規程の備付けを行うこと（電帳規４①四）
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適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法
• ② 適格請求書に係る電磁的記録の保存等に併せて、システム概要書の備

付けを行うこと（電帳規２②一、４①）
• ③ 適格請求書に係る電磁的記録の保存等をする場所に、その電磁的記録

の電子計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログラム、
ディスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、その電
磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状
態で、速やかに出力できるようにしておくこと（電帳規２②二、４①）

• ④ 適格請求書に係る電磁的記録について、次の要件を満たす検索機能を
確保しておくこと（電帳規２⑥六、４①）

• ※ 国税に関する法律の規定による電磁的記録の提示又は提出の要求に応
じることができるようにしているときはⅱ及びⅲの要件が不要となり、そ
の判定期間に係る基準期間における売上高が 1,000 万円以下の事業者が国
税に関する法律の規定による電磁的記録の提示又は提出の要求に応じるこ
とができるようにしているときは検索機能の全てが不要となります。

• ⅰ 取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先を検索条件として設定できること
• ⅱ 日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定するこ

とができること
• ⅲ 二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定できること
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わかりにくいので
• 問63（売手側）：紙でインボイスを交付しているが、システムから

出力しているので、写しを出力せず、保存はデータで保存したい

• 問64（売手側）：データでインボイスを提供しているが、この保存
をデータで保存したい（紙に印刷する方式も可）

• 問66（買手側）：データでインボイスの提供を受けたが、紙に出力
して保存したい

• 問78（買手側）：データでインボイスの提供を受けたが、データで
保存したい
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提供された適格請求書に係る電磁的記録の書面による保存

• （問 66） 当社は、取引先から請求書を電子データにより提供
を受けました。これを出力して保存することで、仕入税額控除
の要件を満たしますか。

• なお、提供を受けた請求書データは、適格請求書の記載事項を
満たしています。

• ご質問の請求書の電子データのように、適格請求書に係る電磁
的記録による提供を受けた場合であっても、電磁的記録を整然
とした形式及び明瞭な状態で出力した書面を保存することで、
仕入税額控除の適用に係る請求書等の保存要件を満たします
（新消規15の5②）。
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（注意）電子帳簿保存法の改正
• 電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特

例に関する法律（平成 10 年法律第 25 号。）：電子帳簿保存法
• 令和３年度の税制改正で抜本的に改正（原則、令和4年1月1日以

後）
• 対象－電子取引：電子的に授受した取引情報をデータで保存
• 適正な保存を担保する措置における見直し

• ⑴ 申告所得税及び法人税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録につ
いて、その電磁的記録の出力書面等の保存をもってその電磁的記録の保存に
代えることができる措置を廃止

• 消費税における電子取引の取引情報等に係る電磁的記録については、引き続
き出力書面による保存が可能

• ⑵ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録に関して、隠蔽し、又は仮装された
事実があった場合、その事実に関し生じた申告漏れ等に課される重加算税を
10％加重
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提供を受けた適格請求書に係る電磁的記録の保存方法
• （問 78） 当社は、取引先から、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録の提供を受

けています。仕入税額控除の要件を満たすためには、電磁的記録をどのような方法で保存すればよい
ですか。

• 提供を受けた電磁的記録をそのまま保存しようとするときには、以下の措置を講じる必要があります
（新消令50①、新消規15の５）。

• ① 次のイからニのいずれかの措置を行うこと
• イ タイムスタンプが付された適格請求書に係る電磁的記録を受領すること（受領した者がタイムスタ

ンプを付す必要はありません。）（電帳規４①一）
• ロ 次に掲げる方法のいずれかにより、タイムスタンプを付すとともに、その電磁的記録の保存を行う

者又はその者を直接監督する者に関する情報を確認することができるようにしておくこと（電帳規４
①二）

• 適格請求書に係る電磁的記録の提供を受けた後、速やかにタイムスタンプを付すこと
• 適格請求書に係る電磁的記録の提供からタイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関する規定を定めている場合に

おいて、その業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速やかにタイムスタンプを付すこと
• ハ 適格請求書に係る電磁的記録の記録事項について、次のいずれかの要件を満たす電子計算機処理シ

ステムを使用して適格請求書に係る電磁的記録の受領及びその電磁的記録を保存すること（電帳規４
①三）

• 訂正又は削除を行った場合には、その事実及び内容を確認することができること
• 訂正又は削除することができないこと

• ニ 適格請求書に係る電磁的記録の記録事項について正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する事
務処理の規程を定め、当該規程に沿った運用を行い、当該電磁的記録の保存に併せて当該規程の備付
けを行うこと（電帳規４①四）
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提供を受けた適格請求書に係る電磁的記録の保存方法
• ② 適格請求書に係る電磁的記録の保存等に併せて、システム概要書の備付けを

行うこと（電帳規２②一、４①）
• ③ 適格請求書に係る電磁的記録の保存等をする場所に、その電磁的記録の電子

計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログラム、ディスプレイ及
びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、その電磁的記録をディスプレ
イの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出力できるよ
うにしておくこと（電帳規２②二、４①）

• ④ 適格請求書に係る電磁的記録について、次の要件を満たす検索機能を確保し
ておくこと（電帳規２⑥六、４①）

• ※ 国税に関する法律の規定による電磁的記録の提示又は提出の要求に応じるこ
とができるようにしているときはⅱ及びⅲの要件が不要となり、その判定期間に
係る基準期間における売上高が1,000万円以下の事業者が国税に関する法律の規
定による電磁的記録の提示又は提出の要求に応じることができるようにしている
ときは検索機能の全てが不要となります。

• ⅰ 取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先を検索条件として設定できる
こと

• ⅱ 日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定す
ることができること

• ⅲ 二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定できること
21



平井大臣記者会見（令和3年9月3日）：記者会見要旨

• 3番目に、電子インボイスの標準仕様の策定等について報告させていただきます。
• 2023年10月からの消費税のインボイス制度への移行を契機とした事業者のバックオフィス業務の効率化

の実現に向けて、昨年の夏より、官民が連携し、電子インボイスの標準仕様策定の取組を行ってきてい
るところです。

• 昨年12月には、国際標準であるPeppolをベースとした標準仕様とすることとして、官民が連携して取り
組む、デジタル化のフラッグシッププロジェクトとして、日本の法令や商慣習等に対応させるべく、各
種調整等を行ってまいりました。

• そして、今般、その調整作業に一定の目処が立ち、Peppolの管理団体であるOpen Peppolのウェブサイ
トにて、日本の電子インボイスの標準仕様というものが、案なんですけれども、公開されました。今後、
国内外の事業者等の意見も踏まえた上で、今月末を目途に、標準仕様の確定を目指していく。

• そして、Open Peppolへの加入申請手続をスタートするわけですが、デジタル庁は、今後、データオー
ソリティとして、今般の取組で策定された標準仕様の管理・運用を行います。そして、国内外の動向を
踏まえて、その標準仕様の更新も行っていくということになります。

• そのために、デジタル庁は、Peppolの管理団体であるOpen Peppolのメンバーになり、わが国における
PeppolAuthorityとなる必要があるということであります。

• 現在、その必要な手続を進めているところで、Open Peppol側の承認プロセスの進捗等にもよりますが、
今月中、Open Peppolへのメンバー入りを目指していきたいというふうに考えています。

• この標準仕様の策定というのは、ゴールでは全くありません。あくまでも事業者のバックオフィス業務
のデジタル完結を実現するための1つのツールを用意したということです。デジタル庁としては、この標
準仕様の社会実装、ひいては国民がメリットを実感できるようにしていくところまで、引き続き、官民
の連携の中心となって取組んでまいりたいというふうに思います。

• これは皆さま方の会社もそうだと思うんですけれども、バックオフィスの改革というのも待ったなしに
なります。煩わしい手作業というものはできるだけ避けて、生産性の向上を目指すというのは、このデ
ジタル化による成長戦略の一環であるというふうに考えておりますので、ぜひ、報道もしていただきた
い案件であると思います。
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電子インボイス（「Peppol（ペポル）」）の概要

23

・国内の事業者が共通的に使える電子インボイスの仕様が重要：
電子インボイス推進協議会において検討

・「Peppol」：電子インボイスなどの電子文書をネットワーク上
で授受するための国際的な標準規格

・欧州各国をはじめ、シンガポール、オーストラリアなど世界30
か国以上で採用

・「Peppol」を利用する事業者は
Peppolのネットワーク上に利用登録
を行えば、Peppolを利用しているあ
らゆる事業者と電子インボイスの授
受が可能（電子メールのイメージ）

電子インボイス推進協議会HP



内閣官房IT総合戦略室
• 電子インボイスに係る取組状況について（令和２年12月9日）
• 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用促進基本計画（令和

2年7月17日閣議決定）
• インボイス制度が導入される令和5年10月も見据え、ビジネスプロセス全

体のデジタル化によって負担軽減を図る観点から、請求書・領収書のデジ
タル化、キャッシュレス化及び税・社会保険手続の電子化・自動化を促進
する。
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内閣官房IT総合戦略室
• 電子インボイスに係る取組状況について（令和２年12月9日）
• バックオフィス業務全体のデジタル化、シームレスなデータ連携により、生産性向上も

実現させ、社会全体の効率を向上させることは喫緊の課題。
• 会計ソフトベンダを中心に「電子インボイス推進協議会（EIPA）」設立（2020年7月）。
• EIPAは、官民連携のもと、2023年10月の「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」

導入を見据え、中小・小規模事業者から大企業まで幅広い事業者が共通的に使える「請
求に係るデジタルな仕組み（電子インボイス）」の標準仕様の確立を目指す。

• 代表幹事法人弥生株式会社
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内閣官房IT総合戦略室
• 電子インボイスに係る取組状況について（令和２年12月9日）
• 目指すべき「電子インボイスの標準仕様」は、中小・小規模事業者の方が

負担のない快適なUI/UXで、「デジタル化」の恩恵を受けることができる
ように、

• 幅広い事業者が、容易に、かつ、低コストで利用できる仕組みであること、
• 既存の仕組みからの移行が容易であること、
• グローバルな標準規格をベースとする、

• などの観点が重要となる。
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今後のスケジュール
• 2020年12月：標準仕様に「PEPPOL」採用を決定
• 2021年半ば：電子インボイス国内標準仕様（初版）公開予定
• 2022年秋 ：各企業がシステム運用できる状態に
• 2023年10月：インボイス制度開始

• 電子インボイス国内標準仕様（初版）：「Peppol」が定める標準規
格について詳細な調査、分析を進めるとともに、「日本標準仕様」
として必要な追加要件を整理し、電子インボイスの国内標準仕様(初
版)の策定と公開を目指す。

• 会員各社は対応製品などの開発に向けた作業をEIPAと連携して進め
る。
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日本版Peppol（日本標準仕様）で実現すべき主な要件
• 電子インボイス推進協議会HP
• 平井デジタル改革担当大臣へ、標準仕様策定の現状報告時の資料
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日本版Peppol（日本標準仕様）で実現すべき主な要件
• 都度請求書と合算請求書
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デジタルを前提として業務を見直すことも必要

30



日本版 Peppol における検討事項

• 請求書：都度請求書、合算請求書、納品書、仕入明細書、口座
残高情報

• 税抜表記/税込表記
• 修正インボイス
• 適格返還請求書
• 免税事業者の扱い
• 事業者を識別する仕組み 等
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4．電子インボイスで何が変わるのか
• 目指すべきもの：インボイスの電子化だけではなく、企業の業務プ

ロセスのデジタル化（バックオフィス業務の効率化）

• 中小企業でよくあるパターン
• FAXでの受発注
• 業務システムで作成した請求書を紙に印刷し、郵送する（売手側）
• 受け取った請求書を見ながら、業務システムに入力する（買手側）
• 紙の証憑書類に基づいて、会計システムに入力する

• デジタル化されていれば、処理の自動化が可能となるのではないか
（業務効率化、データ分析などの活用）
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理想の姿
• 電子インボイスの利用を通じて請求～支払、さらに後工程の入金消込業務

までシームレスにデータ連携されることで、バックオフィス業務の効率化
を図る

• さらに、電子インボイスの普及によって事業者の業務デジタル化が加速し、
前工程である見積・受発注までもデジタル化が波及

33

電子インボイス推進協議会
HP
https://www.eipa.jp/peppol

https://www.eipa.jp/peppol


中小企業におけるFAX
• 受発注ともに FAX が最多、次いで電子メール、電話
• 従業員数が多くなるにつれ、EDI/Web EDI の利用割合が増加

34

「経営診断ツールの認知・活用状況
及び、決済・資金調達の実態に関す
る調査」調査報告書：経済産業省委
託事業（2019年2月）
https://www.meti.go.jp/meti_lib/r
eport/H30FY/000332.pdf

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H30FY/000332.pdf


会計処理の自動化における事例
中小企業会計学会全国大会、統一論題討論（２０１９年8月20

日）：「中小企業における会計情報の信頼性の担保とITの活
用」（千葉商科大学、中村元彦）
税理士事務所での2019年3月から5月までの仕訳に関して自動

化率の高い上位6件

35

番号 業種 売上（百万円）
対象期間：2019年3月～5月

自動仕訳数 全仕訳数 自動化割合

1 ソフトウェア卸売業 1,542 7,612 7,781 97.8%

2 服飾品小売業 32 3,680 3,763 97.8%

3 司法書士事務所 204 8,582 8,915 96.3%

4 税理士事務所 101 1,457 1,518 96.0%

5 金属製品製造 4,251 12,520 13,260 94.4%

6 鉄製品製造加工業 1,720 17,421 18,600 93.7%



会計処理の自動化における事例
販売システムなどから出力されるデータをRPA等も活用して、決算整理な

どの人間が作業しなければならない業務を除き、可能な限り自動化を進め
ている。
また、決算整理も貸倒引当金など自動化できるものは進めているとのこと

である。
税理士事務所としてのチェックに関しては、決算整理を中心とした自動化

されていない仕訳を中心に問題がないかを検討していると述べている。
また、効率化は確実に図れており、経理業務を受託している場合には、委

託している法人での経理の人員はゼロとのことであった。
但し、自動化の対象は、例えば売上であれば販売管理システムからのデー

タを自動的に会計仕訳に変換しているのであり、リベート処理や返品処理
などのイレギュラーとなる処理、遡及した単価訂正などの処理は、販売管
理システムでも手作業で処理されており、この点は税理士事務所としての
チェックにおいて留意しているとのことである。
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会計処理の自動化における事例（NO.6の会社）

番号 件数 割合

A 総仕訳数 6,257
B FinTechからの仕訳計上 入金・出金データ 635
C 仕 訳 読 込 テ ン プ レ ー ト

からの仕訳計上
売上明細：販売管理システム 3,709
仕入台帳：Excel 1,472
現金出納帳帳（本社）：Excel 120
現金出納帳（第２工場）：Excel 29
現金出納帳（岩手）：Excel 12
部門振替：Excel 108

D 自動仕訳数 Ｂ+Ｃ 6,085
E 仕訳入力業務削減率 Ｄ／Ａ 97.3%
F 仕訳手入力件数 Ａ−Ｄ 172
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会計処理の自動化における事例
番号6の鉄製品製造加工業の会社（社員150名、経理1名）に関して、ある

特定の月における仕訳の自動化の状況を分析したものである。
番号Cにある自動で取り込む前の販売管理システムや現金出納帳の作成に

人手が介在しているため、内部統制が有効に整備・運用されていないと現
場での不正や誤謬が生じてしまう。
番号Fの仕訳手入力172件の内、現金領収書が約100枚、ネットバンキング

を使っていない口座の預金入力が約30件程度、修正仕訳が約20件程度と
のことであった。
現状では効率性に重点が置かれているが、税理士によると、信頼性に関し

ても利用しているソフトにおいて、異常データの分析や内部統制機能の組
み込みなど、より向上に向けた取組を開始しているとのことであった。
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会計業務への影響
手書きから会計ソフト（会計システム）に移行した企業では、経理

部署の人員を削減している。これが自動化でさらに減少するととも
に、内容のチェックや分析など活用等の業務に移行していくのでは
ないか

大企業では、銀行などからデータを購入して処理していたが、この
動きがインターネットバンクなどにより、中小企業でも利用可能と
なってきている。特に、クラウド会計などの動きは急速に進化して
いる。

税法の改正により、スキャナ保存としてスマホなどでも領収書や契
約書などの紙媒体でも電子化が可能となっており、証憑も含めてシ
ステム内で完結することが可能となってきている。
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手書きから会計ソフトによる人員の変化
三井造船株式会社の経理のシステム化について、1960年頃の事

業所の経理部の状況は、給与計算と原価計算は機械化がなされ
ていたが、約60人の人間がソロバンとタイガー計算機を主な計
算手段として使用して行っていたが、1976年に一般会計が全社
的に機械化され、1992年では人数は当時の3分の1で、手書きの
帳簿は全く姿を消し、ほとんどの仕事が機械化された。
上田正治(1992) 「経理のシステム化に思う」『企業会計』中央

経済社Vol.44、114ページ。
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会計データのビッグデータ化
今までの公認会計士や税理士の考え方：クライアントの会計データ

（1社のみのデータ）

作成するものが同じであり、同一の会計ソフトであれば、10万社で
も100万社でも会計データ（ビッグデータ）として考えることが可
能

ある取引が生じた際に、100万社で95％がこの会計上の処理を行っ
ていると表示されたときに、経理担当者、公認会計士や税理士は何
が求められるのか？
今後の会計教育の問題
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5．デジタル化（含むAI)の進展で言われていること

• 株式会社野村総合研究所
• Carl Benedikt Frey and Michael A. Osborne(2013)The Future of 

Employment

• 日経の記事と世界経済フォーラム

• 経済産業省：新産業構造ビジョン
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会計とＡＩ：会計業務がなくなる？
「日本の労働人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能に」
～601種の職業ごとに、コンピューター技術による代替確率を試算～
株式会社野村総合研究所
2015年12月02日プレスリリース
 https://www.nri.com/-

/media/Corporate/jp/Files/PDF/news/newsrelease/cc/2015/151202_1.pdf
人工知能やロボット等による代替可能性が高い100種の職業
経理事務員
データ入力係
会計監査係員

Carl Benedikt Frey and Michael A. Osborne(2013)The Future of 
Employment:How Susceptible are Jobs to 
Computerisation?,Oxford University Programme on the Impacts 
of Future Technology.

 Bookkeeping, Accounting, and Auditing Clerks
 Accountants and Auditors
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日経の記事と世界経済フォーラム等
• 2021年8月11日、日経新聞1面
• デジタル化などに伴う2025年までの世界の雇用の増減予測
• 減る主要職種

• 事務員
• 秘書
• 会計士
• 工場労働者

• 2020年の世界経済フォーラムの資料を基に作成
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日経の記事と世界経済フォーラム
The Future of Jobs 
Report2020（World 
Economic Forum）
http://www3.weforum
.org/docs/WEF_Futur
e_of_Jobs_2020.pdf?f
bclid=IwAR3S6olXgu-
q7RNHv3AZ2u_gktTK
y8VVfi4EMh1ls2SnAN
fuB0OVYSkAZp8
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経済産業省：新産業構造ビジョン（平成29年5月30日）

就業構造転換のポイント
AIやロボット等の出現により、定型労働に加えて非定型労働におい

ても省人化が進展。人手不足の解消につながる反面、バックオフィ
ス業務等、我が国の雇用のボリュームゾーンである 従来型のミドル
スキルのホワイトカラーの仕事は、大きく減少していく可能性が高
い
＜バックオフィス＞
バックオフィスは、AIやグローバルアウトソースによる代替によっ

て減少
（職業例）経理、給与管理等の人事部門、データ入力係
https://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/201705300

07-2.pdf
46

https://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007-2.pdf


変革シナリオにおける就業構造
経済産業省「新産業構造ビジョン 中間整理」（平成28年4月27

日 ）
経理・給与係などのバックオフィスの職業は、AI・ビッグデー

タ・IoT・ロボットによる代替が進み、減少する。

代替されないもの
経営戦略策定や研究開発者といった上流工程、高度なコンサル

ティング機能が競争力の源泉となる商品・サービス等
高級レストランの接客のような人が直接対応することが質・価

値の向上につながる高付加価値な低代替確率のサービス
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経済産業省「新産業構造ビジョン 中間整理」より
引用
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6．関連するデジタル化の動向

① ZEDI（全銀EDIシステム）

② 中小企業共通EDI

③ ISO21378「監査データ収集」（Audit data collection）
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①ZEDI
全銀EDIシステム（ZEDI）が平成30年12月から稼働
ZEDI は、XML 電文により、企業間の送金電文に取引明細などの商流情報

の添付を可能にし、売掛金等の自動消込等による企業の決済事務の効率化、
生産性の向上を目指す
ZEDIでは、支払企業から受取企業に振込を行う際に、さまざまなEDI情報

（支払通知番号・請求書番号など）を添付可能としており、債権の消し込
み業務や不一致の際の問い合わせ業務が大幅に削減できるとともに、自動
化も可能となってくる。
ZEDIの活用は、業務効率の向上に加えて、正確性の向上及び網羅性の確

保にもつながり、会計情報の信頼性にも有用であると考える。
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51
全銀EDIシステム（ZEDI）のご紹介： https://www.zengin-
net.jp/zedi/pdf/zedi_introduction.pdf
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利用するためには
ZEDI（金融EDI)に対応したEB（エレクトロニックバンキング、

FBとも言います）が必要
会計ソフトも対応できるか確認が必要
取引先もZEDIを利用する必要

請求書番号や金額の相殺理由・相殺金額など、売掛金の入金確
認作業に必要な情報を自由に添付が可能
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54【S-ZEDI】受取企業様向け利用ガイド、https://www.zengin-net.jp/zedi/pdf/s-zedi_user_guidance.pdf
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普及に向けて
• 一般社団法人全国銀行
資金決済ネットワークHP
から一部抜粋
（令和3年3月15日）
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②中小企業共通EDI
中小企業共通EDI Ver3.0の公表（2020年4月）
受発注業務における業種の垣根を越えた企業間取引データ連携システ

ム
FAXによる受発注では、文字の読みにくさによる誤入力やデータの再

利用ができないことによる非効率性があり、電子化を進めようとして
も、大手企業毎にフォーマットが異なることから利用端末がバラバラ
などの問題がある。そこで、異なるベンダー製アプリ間でEDIデータ
交換を可能とする中小企業共通EDI標準を作成したもの。
銀行口座への送受金の情報と受発注の情報が連携も可能であり、ZEDI

へも対応している。また、データが標準化されているため、過去の受
発注の情報をビッグデータとして経営に利活用することも可能であり、
経営管理上からも有用である。
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中小企業庁作成パンフレット：
https://www.chusho.meti.go.j
p/keiei/gijut/2018/180514pa
mfletEDI.pdf
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つなぐITコン
ソーシアムHP

洋服に例えるなら、従来のEDIは個々に仕立てたオーダーメイド。中小企業共
通EDIはすぐに着られる言わば「既製服型」のEDIです。



中小企業共通EDI
• 中小企業白書2021
• https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho/0

4Hakusyo_part2_chap2_web.pdf
• 本制度の背景・狙い
• 中小企業の受発注業務では、いまだ電話・FAXが主流であり、電子化して

いても発注企業がそれぞれ異なるシステムの利用を指定するために、自社
の業務システムとのデータ連携が進まない状況にあった。

• このような状況を受け、平成28年度経営力向上・IT基盤整備支援事業（次
世代企業間データ連携調査事業）において、業種をまたいだ企業間データ
連携基盤の実証事業を行い、その成果を踏まえて、中小企業共通EDI仕様
が策定された。同仕様は、特定非営利活動法人ITコーディネータ協会（以
下、「ITCA」という。）のホームページで公開されており、実装が可能
である。
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中小企業共通EDI
• 制度の概要
• 中小企業共通EDIは、業種をまたいだ企業間でのデータ接続を実現するために、

データ接続を担うプロバイダが国連CEFACTに準拠した共通辞書を用いて、中小
企業共通EDIに準拠したデータと、それ以外の仕様によるデータを変換している。

• また、中小企業が日常的に利用するITツールやクラウドサービスに中小企業共通
EDIへの接続機能を設けることで、中小企業は使い慣れたITツールから電子受発
注を行うことが可能となる。上記を実現するためには、プロバイダと業務パッ
ケージソフトが中小企業共通EDI仕様を適切に実装していることが必要になるが、
一般の中小企業利用者には、この確認は技術的に難しい。

• このため、ITCAが中小企業共通EDIに準拠し、相互接続性を確認したプロバイダ
やITツールなどを認証しており、対応製品やサービスの明確化を図っている。

• 活用のメリット
• 中小企業共通EDIに準拠した製品・サービスを用いてEDIを導入することで、

様々な利点が生じる。FAXなどによる受発注との比較においては、①受発注デー
タを社内システムと連動させることによる効率化・コスト削減、②入力誤りや発
注漏れなどの人的ミスの軽減、③保存した取引データの検索による効率化、保存
コスト削減などが挙げられる。また、他のEDIと比較すると、異なる業種間でも
電子的な受発注が可能となることが期待される。
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中小企業共通EDIの事例（中小企業白書
2021）
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③ISO21378「監査データ収集」

＜標準化の動き＞
ISO21378「監査データ収集」（Audit data collection）：会計

データのISO化
 内容：監査人が被監査会社等から会計データ収集の標準化（異なる会計ソ

フトウェアであっても同じ形式で外部出力ができるように出力仕様の標準化
を行うこと）の検討
その他の動き

 XBRL GL
 AICPA  Audit Data Standards
 OECD  Guidance for the Standard Audit File – Tax
• XBRL（eXtensible Business Reporting Language）：各種事業報告用の

情報（財務・経営・投資などの様々な情報）を作成・流通・利用できる
ように標準化されたXMLベースのコンピュータ言語
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対象範囲
中国国内のデータ標準規格及びAICPAが公表しているAudit Data 

Standardをベース
①基礎編
②総勘定元帳
③売掛金
④売上
⑤買掛金
⑥仕入
⑦在庫
⑧有形固定資産など：給与も対象の方向
ERPシステムから出力するための標準的なデータフォーマットとして示さ

れている
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AICPA(2015) 
“AuditDataSta
ndards.GL.July
2015 “：翻訳、
XBRL 
JAPAN(2016)
監査データ標
準(総勘定元帳
編)(2015 年 7 
月)



想定されるメリット
• ビッグデータが作成しやすくなる

• 個人情報保護法の改正で仮名加工情報（他の情報と照合しない限り特
定の個人を識別することができないように加工された個人情報）が設
けられるなど制度面での動きもあり

• 海外子会社・関連会社のデータが、異なるソフトを利用してい
ても取り込みやすくなる

• 会計データと販売データなどの業務データとの関連が理解しや
すくなり、データ分析も容易となる可能性
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7．おわりに
会計や税務という業務（定型的、細かい作業ばかり、付加価値

が見出せない、暗い？）が変化するとともに、この動きが中小
企業にも及んでいくと考えられる

会計業務・税務業務が守りから攻めに転換する第一歩（大手企
業においては、データの分析がより高度化し、経理がより要の
部署に変化する）
若手に安心して紹介できる仕事と言えるのではないか

前向きにとらえると、会計・税務は明るい未来が広がる
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ご静聴ありがとうございました
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